
農林水産省・・・「食」と「環境」を未来へつなぐ
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農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等
の幅広い政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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１．農林水産省ってどんなところ？
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農林水産業の課題
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食料自給率の推移

▼我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー
スでは近年横ばい傾向で推移しています。

▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素
が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

農政を取り巻く状況の変化

人口減少、高齢化に
伴い、国内の市場規模
は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人
1億190万人

人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の農産物マーケット
は拡大の可能性1兆5,000億ドル

（約166兆円）
（2018年）

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人
＋30％

国

内

世

界

▲20％

12.1％ 28.7％
高齢化率

（65歳以上の割合）

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

1,360兆円
（2030年）
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▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67.8歳。

▼各国の農業従事者と比較しても高齢化は顕著。

農業従事者の減少・高齢化

展 望

出典：農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者：基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い）
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60代以下基幹的農業従事者数

2010年 205万人 66.1歳
60代以下：110万人

2015年 176万人 67.1歳
60代以下：93万人

2020年 136万人 67.8歳
60代以下：66万人

出典：
英は、 EUROSTAT(2019)   ：農業に従事した世帯員
仏独蘭は、EUROSTAT(2020)：農業に従事した世帯員
米は、米国農務省「2017年農業センサス」：農業に従事した世帯員
日は、農林水産省「農林業センサス」(令和２年)：基幹的農業従事者

○各国の農業従事者の年齢構成○基幹的農業従事者の年齢構成
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。
▼ 「自ら采配を振れる」といったビジネス的魅力を感じている者が約半数を占め、

「農業が好き」「自然や動物が好き」など農的な生き方に魅力を感じている者も
多数を占める。

新規就農者の推移

○49歳以下の新規就農者の推移 ○新規参入者の就農の理由

10

出典：農林水産省「新規就農者調査」
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出典：新規就農者の就農実態に関する調査結果（令和４年全国新規就農相談センター）
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▼ 都市住民の農山漁村地域への移住願望の有無は「ない（「どちらかというとな
い」を含む）」とする者が約７割を占める。

▼ 農山漁村地域では農林漁業への意欲はありつつ「仕事がない」という現実も。

農山漁村地域の過疎化・定住確保

○農山漁村地域の生活で困っていること○農山漁村地域に移住する場合の仕事

11出典：内閣府 世論調査「令和３年度 農山漁村に関する世論調査」
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農林水産省の政策
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食料の安定供給の確保

13

1 食料安全保障の強化に向けた構造転換の実現

（１）食料生産に不可欠な肥料、飼料等を、国内資源の活用等
へ大きく転換
➢ 堆肥・下水汚泥資源の肥料利用拡大、堆肥等の広域流通、肥料原料の備蓄

等により、肥料の国産化や安定供給を確保するための対策の実施

➢ 耕畜連携による国産飼料の供給・利用拡大、養殖飼料（魚粉）の国産化の

推進

➢ 園芸から酪農畜産、林業、水産業まで、幅広く省エネ技術の導入加速化

等

（２）安定的な輸入と適切な備蓄と組み合わせながら、過度な
海外依存からの脱却

➢ 水田を畑地化し、麦・大豆等の本作化の促進

➢ 輸入小麦に代わって、国内生産が可能な米粉の生産・利用の拡大支援

➢ 食品事業者における国産切替えなどの原材料の調達安定化の推進 等

２ 生産資材等の価格高騰等による影響の緩和

（１）農林水産業の経営への影響の緩和

➢ 肥料、配合飼料、燃料の高騰へ対応

➢ 日本政策金融公庫による資金繰り支援

（２）適正な価格形成と国民理解の醸成
➢ 国民理解醸成に向け情報発信

➢ 食品ロス削減・フードバンクへの支援 等

食料安全保障強化のための重点対策

（
品
目
横
断
的
施
策
）

生
産
面
の
施
策

１．担い手への農地集積・集約化の加速化
２．放牧など多様な農地利用による農地保全

１．加工・業務用需要への対応
２．諸外国の規制やニーズに対応できるグローバル産地づくり

国内外の需要の変化に対応した国内農業の生産基盤の強化

１．担い手の育成・確保
２．中小・家族経営など多様な経営体による地域の下支えや
農業支援サービスの定着

水田を活用した新産地の形成や加工・業務用野菜
の生産拡大、機械化一貫体系や環境制御技術の導入等を通じた生産
性の向上、摂取量の拡大

省力樹形や機械化作業体系の導入等を通
じた労働生産性の向上、海外の規制・ニーズに対応した生
産・出荷体制の構築

小麦・大豆

野菜

果実

性判別技術や牛舎の空きスペースも活用した増頭
推進、中小・家族経営も含めた生産性向上・規模拡大、繁殖雌牛な
どの増頭推進

畜産物
（
品
目
別
施
策
）

生
産
面
の
施
策

国内産小麦・大豆の需要拡大に向けた品質向上と
安定供給、耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進、
団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化や
スマート農業の活用による生産性の向上

小麦・大豆

▼ 新しい資本主義の下、食料安全保障の強化と安定供給に向けた取組の推進。
東海農政局



GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

農林水産業の輸出力強化

▼ 輸出額は令和３年実績で初めて１兆円を超え、令和４年実績でも過去最高を記録。

▼ 輸出額を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円とすることを目指し、グローバル

産地づくりや、農林水産・食品事業者の海外展開支援などを推進しています。

14

輸出支援プラットフォーム

輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継
続的に支援するため設立。在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務
所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

・・・・立上げ済(日付は立上式開催日)

・・・・2023年度末までに立上げ

農林水産物・食品の輸出額の推移

東海農政局



海外への日本食・食文化の普及の取組

15

1 日本産食材サポーター店認定制度

○民間が主体となり、日本産食材を積極的に使用する海外のレストラン・小売店を「サポーター店」として認定する制度を
推進。日本産農林水産物・食品のユーザーである飲食店等を「見える化」し海外需要を拡大することで、輸出促進を図る。
認定店舗数：8,565店（2022年9月末時点）（香港、中国、タイ、アメリカ、ベトナム、シンガポール、フランス等）

○令和４年度は、JETROがサポーター店と連携して実施する日本産食材のプロモーション支援や、サポーター店への料理人
派遣に関する支援事業を実施。

3 トップセールスによる日本食・食文化の魅力発信

4 日本食･食文化の紹介映像の制作、発信
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信する動画コンテンツ
等を制作し、NHKワールドやTaste of Japan、maffchannel
等で発信。

国連総会
（2022年9月・NY）

ジャパンナイト
（2019年1月・ダボス）

総理、大臣等の国際会議出席や出張等の機会に合わせ、日本産食材
を活用したメニューのレセプションを実施。 和食レセプション

（2019年4月・ローマ）

日本産食材サポーター店PR動画

2 海外における日本食・食文化発信の担い手育成（外国人料理人の育成等）
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信し、我が国の食関連事業者等が海外展開をする際に
パートナーとなり得る人材を育成。

①日本料理の調理技能認定制度
②日本食普及の親善大使を活用したセミナー及び料理講習会
③海外の外国人料理人を招へいした日本料理店研修
④外国人料理人による日本料理コンテスト 等 外国人料理人による日本料理コンテスト日本料理店での研修「日本食普及の親善大使」によるセミナー

日本食バーチャル体験コンテンツ インフルエンサー等を活用した日本食
文化・日本産品PR動画

東海農政局



スマート農業の推進による成長産業化

16

高品質果実の安定生産には、
土壌水分に応じたかん水等が
必要であり、家庭選果に時間
がかかる

労働時間…209時間/10a
収 量…2.4ｔ/10a
単 価…415円/kg

労働時間…46時間/10a
収 量…2.7ｔ/10a
単 価…57円/kg

労働時間…1,095時間/10a
収 量…16.6ｔ/10a
単 価…506円/kg

規模が拡大し、数百のほ場がある
ため、収穫適期の見極めや人員配
置など、作業管理に時間がかかる

植物が光合成能力を最大限発揮
するために適切な温度、湿度、
CO2濃度を維持することが難し
い

施設野菜（ピーマン） 果樹（温州みかん）

▼ スマート農業とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業」のことです。

▼ 「生産現場の課題を先端技術で解決する！農業分野におけるSociety5.0※の実現」。
※Society5.0：政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

露地野菜（キャベツ）

全国205地区でスマート農業実証プロジェクトを実施

環境制御により、収量
が増加

細霧（ミスト）発生装置
極細霧により昇温を
抑制

統合環境制御装置
温度、湿度、CO 濃度
等を一括制御

労働時間…1,172時間/10a
収 量…20.2ｔ/10a
単 価…497円/㎏

収量２割 増加

ドローンによるセンシ
ング

収穫時の収量予測

AIを活用した作業管理

空いた時間で直接取引先を
新規に開拓し単価が上昇

労働時間…37時間/10a
収 量…3.2ｔ/10a
単 価…82円/kg

労働時間２割

単 価４割 増加増加
減少

労働時間：168時間/10a
収 量：2.6ｔ/10a
単 価：415円/㎏ロボット搭載型プレ選

果システム等により労
働時間を削減

ロボット搭載型プレ
選果システム
AIで果皮障がい等を
検出し、自動選果

クラウド型かん水コント
ローラー
土壌水分データ等を基に
かん水を遠隔制御

労働時間２割 減少

スマート農機の導入コストが高額。

手間のかかる収穫等の機械化が不十分。スマート農機の操作に不慣れ。 通信環境の未整備地域も存在。

生育・市場のデータ等を品質・収益向上に結びつけられていない。

労働時間面 その他

ୖ
਻

「みどりの食料システム戦略」の実現を図る上でも、スマート農業の導入がカギ。
課題を克服しつつデジタル技術を活用したスマート農業の集中展開により、若者にも魅力ある農業を実現

コスト面 単価面

東海農政局



スマート農業人材の育成とデータ活用の促進

17

• 農業者が利用しやすい
形で経営診断を行うシ
ステムを開発

• スマート農業実証プロ
ジェクトの成果をとり
まとめ、スマート農業
導入効果を分析、発信

• 立ち上げ当初のビジネ
ス確立や農機の導入支
援等による農業支援
サービスの育成・普及

• 投資円滑化法に基づく
出資等による活動支援

• 開発が不十分な野菜や
果樹等の作業ロボット
等の開発

• 環境負荷低減に資する
小型農業ロボットや、
AI等を活用した病害
虫発生予測技術を開発

• 実証プロジェクトに参
画した農業者や産官学
の有識者からなるス
マートサポートチーム
による他産地のサポー
トを推進

• 農業大学校・農業高校
等での実践的な教育環
境を整備

• スマート農機を活用し
たデータ連携システム
に係る国際標準化を推
進

• 海外への専門家の派遣
や国際議論への参画等、
国際的なアウトリーチ
活動を強化

スマート農業の
実証・分析

導入コスト低減に向け
た農業支援サービスの

育成・普及

更なる技術の開
発等

技術対応力・
人材創出の強化

実践環境の整備 海外への展開

・ 技術の進展に応じた制度
の見直しを実施

・ 農業データ連携基盤の充
実によるICTサービスの創
出促進

・ 農地の大区画化、情報通
信環境の整備等の農業農
村整備を推進

今後の対応方向

2025年までに農業の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実践

スマートサポートチーム
実証で培われた技術・ノウハウを有する生産者、民間事業者等からなる
スマートサポートチームによる、新技術を積極的に取り入れる産地の支援

農業支援サービスの活用による、スマート農業に関心があるが、自力
では取り組むことが困難な生産者・産地の支援

普及指導員

農業支援サービス

これらを総合的に行うことにより、現場でのデータ活用とスマート農業人材を更に創出

普及指導員による、データに基づく生産者・産地指導への支援

農林水産省若手職員によるBUZZMAFFを通じたスマート農業の広報活動

東海農政局
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農山漁村発イノベーションによる雇用・所得の創出

▼ 地域の活性化のため、農林漁業者や地元の企業なども含めた多様な主体の参画に
よって新事業や付加価値を創出していく「農山漁村発イノベーション」の取組を
支援しています。

20

農山漁村地域における
雇用・所得創出

バイオマス

文化・歴史

農地

農業遺産
かんがい施設遺産

自然

景観

歴史的建物

野生鳥獣多様な農山漁村の
地域資源

情報通信
観光・旅行

福祉

教育

芸術

スポーツ

健康医療

エネルギー

アウトドア

イベント

多様な事業分野

農村マルチワーカー

農的関係人口

地元企業
ベンチャー企業

研究機関

農村ＲＭＯ

多様な事業主体

これまでの
６次産業化

多様な × ×

で新事業を創出

資源 分野 主体

古民家・空家
廃校

農林水産物

農林漁業者

加工販売

森林

農山漁村発ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

○ 農山漁村のあらゆる地域資源を

フル活用した取組を支援

○ 他産業起点の取組など他分野との

連携を一層促進

「農産物、景観」×「加工販売、観光･旅行」
×「農林漁業者、地元企業」

「森林」×「スポーツ」×「ベンチャー企業」

「農産物」×「加工販売、観光旅行、教育」
×「農林漁業者、地元企業」

例えば…

東海農政局


